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1. 

 現在，大阪地域で発生が想定されている直下型地震

として上町断層帯地震がある。上町断層

す大阪地域を南北に走る断層で，大阪府豊中市から大

阪府岸和田市に至る約

地震調査委員会によると，上町断層帯では断層全体が

一つの区間として活動をした場合，

発生すると推定され，断層近傍の地表面では東側が西

側に対して相対的に

能性が示唆されている。上町断層直上には高層ビルが

建ち並ぶ大阪市の中心部が位置している

クラスの地震が発生した場合には甚大な被害が想定さ

れる

「伝播経路特性」，「サイト特性」の各特性の組み合わ

せにより決まる。中でも特にサイト特性が細かい地域

ごとの揺れやすさを決める最大の要因となり，表層地

盤の硬軟で揺れの大きさが異なる。これは地域の地盤

特性に依存するものと考えられている。しかし巨大地

震は頻発するものではないため，内閣府が公表してい

る強震断層モデルは限られた資料によるもので，

レベルについても議論すべき点が残っている。
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図-3  3 つの繰返し変形特性モデル検討結果 

 

3. 一次元地震応答解析 

3.1 うめきた地盤モデルでの解析 

図-4 で示した H-D モデルを用いて，2016年に実施

した「うめきた 2 期地区」の地盤調査結果より解析に

用いる地盤モデルを作成し，一次元地震応答解析を行

った。解析としては，繰返し変形特性を全層一定とし

た線形解析と Dg2 層を工学的基盤とし，それ以浅に

H-D モデルを用いた非線形解析 2 ケースである。地震

波には大阪府による上町断層想定地震波のうち，うめ

きたのもの（図-5）を用いた。 

図-6 に解析結果を示す。ここでは紙面の都合上，(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 最小減衰定数を設定した H-D モデル 

 

最大ひずみ γmax，(2)せん断波速度 Vs，(3)伝達関数に

ついて示す。図(1)の γmaxを見ると，線形解析では 0.5%

以内に収まっているが，非線形解析では Ma13層中央

部（GL-13m付近）で最大 2%程度のひずみが生じてい

る。図(2)の Vsは，深度 40m以浅を見ると，非線形解

析の結果は線形解析の約 1/2となっている。図(3)の地

震波入力位置から地表面での伝達関数の卓越周波数は，

線形解析では 1.52Hzに対し，非線形性解析では 0.71Hz

となり，大きく低周波数側にシフトしていることがわ

かる。これは，地盤の非線形応答によって地震動が低

周波数化（長周期化）することによると考えられる。 
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